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された。なお，説明変数としての内生変数も，従属変数と同様に， Aad, A pro, 
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( 3）回帰係数の大きさから判断すると， AadがApro に影響を与える傾向が強
いが，両変数の関係は高かった。 AproとBIとの関係も有意であった。
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方法にみられるように， Fi s h e b e i nの行動意図モデ、ルの検証をめざし
たものでもなかった。
儒教文化の lつである韓国文化の視点から 米国で広く研究されたFi s h 














Aact= LB i e 1 
ただし， Bi＝その行動の遂行が結果 iをもたらすという信念
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能なモデルに展開するための Iつの方向を示している。しかしながら， Le e 
は体面維持と集団同調性の圧力について概念的・操作的に定義することや，行
動意図モデ、ルを経験的に検証することは行っていない。
米国と韓国を対象としてFi s h be iの行動意図モデ、ルの妥当性を経験的
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点から検討しようとしたのは， Cote=Tansuha jである。 (14）このB
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行動統制観l 4.56 3.96 3.09 
線形的時間志向2 5.33 2.36 6. 78 
確率的思考能力3 1. 82 1. 43 2. 73 
註： I, 2, 3の高得点はそれぞれ外部統制観，線形的時間志向，確率的思考能力
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ている。ここではそのなかから， Ve rhage=Yavas=Green, 
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合は6.67 （高： C4)-3.21 （低：c2），練り歯磨きの場合は6.49（高：
c 4) -3. 21 （低： c2）の範囲に分布していた。同様に，プランド・ロ
イヤルティ得点も 2つの製品でクラスター間に差がみられた。例えば， C













CI C2 C3 C4 国別%
米国 18.87 23.58 16.98 40.57 12.85 
メキシコ 39.32 35.90 18.80 5.98 14. 18 
オランダ 48.06 17.05 17.05 17.83 15.64 
トルコ 29.26 34.93 16. 16 19.63 27. 76 
タイ 18. 18 16.53 19. 01 46.28 14.67 
サウジアラビア 38.21 13.82 14.63 33.33 14.91 
クラスター別% 32.00 24.97 16.97 26.06 100 
Yavas= Verhage=Green,op.cit.,p.269 

























(24) Mitchell, V. W. and M. Greatorex，“Consumer Purchasing in Foreign 
Countries: A Perceived Risk Perspective，”International Journal of Adver-
tising,9, 1990,pp.295』 307.












































































Mitchel 1 =Greatorex, op.cit., p. 305. 
標本抽出方法が異なるため，ここでいずれか一方の結論を支持することは困難
であるが， M i c h e 1 1等の研究における少数の標本を考慮するならば，彼
等の研究を少なくともVerhag e等の研究と同規模の標本数で追跡する調






























tivity of Organizational Practices and Theories，つournalof International Business 
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ような諸側面が視野におさめられていたなら，洞察に富む説明が可能であった
と思われる。
以上の検討から，この分野の研究を体系化するためには，これまで欧米で蓄
積さた知覚リスクに関する命題を比較文化研究や国際関与研究から得られた命
題に連結し，交叉文化的に異なる知覚リスク現象を体系的に説明しうる命題体
系を構築することが求められているといえよう。
（未完）
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